
資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成18年度社会保障給付費」
（注）高齢者関係給付費とは、年金保険給付費、老人保健（医療分）給付費、老人福祉サービス給付費及び高年齢雇用継続給付費を合わせたもの
　　　で昭和48年度から集計

（億円） （％）

（年度）
昭和45
（1970）

50
（1975）

55
（1980）

60
（1985）

平成2
（1990）

7
（1995）

12
（2000）

18
（2006）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

0

5

10

15

20

25

高齢者関係給付費

社会保障給付費

社会保障給付費の
対国民所得比
（右目盛り）

23.9

5.8

社
会
保
障
給
付
費
・
高
齢
者
関
係
給
付
費

社
会
保
障
給
付
費
対
国
民
所
得
比

我が国の平均寿命は、平成１９（２００７）年では
男性７９．１９年、女性８５．９９年と、前年と比べて男
性は０．１９年、女性は０．１８年上回った。
過去の推移をみると、死亡率の低下に伴い、

大幅に延伸している（前掲図１－１－７）。

（２）少子化の進行による若年人口の減少
我が国の戦後の出生状況の推移をみると、出

生数は、第１次ベビーブーム（昭和２２（１９４７）～
２４（１９４９）年・この間の出生数８０５万７，０００人）、
第２次ベビーブーム（４６（１９７１）～４９（１９７４）
年・この間の出生数８１６万２，０００人）の二つの
ピークの後は減少傾向にある。平成１９（２００７）
年の出生数は１０８万９，８１８人、出生率（人口１，０００
人当たりの出生数）は８．６となり、それぞれ前
年比減となっている。
また、合計特殊出生率（その年次の１５歳から

４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの
で、１人の女性が仮にその年次の年齢別出生率
で一生の間に生むとしたときの子ども数に相当

する。）は、第１次ベビーブーム以降急速に低
下し、昭和３１（１９５６）年に２．２２となった後、し
ばらくは人口置換水準（人口を維持するために
必要な水準２．１程度）で推移してきたが、５０
（１９７５）年に１．９１と２．００を下回ると、平成５
（１９９３）年に１．４６と１．５０を割り込んだ。その後
も低下傾向は続き、１７（２００５）年には１．２６と過
去最低を記録したが、１９（２００７）年は１．３４と０．０８
ポイント上昇した。

４ 高齢化の社会保障給付費に対する影響

（１）過去最高となった社会保障給付費
国立社会保障・人口問題研究所「平成１８年度

社会保障給付費」により、まず、社会保障給付
費（年金・医療・福祉その他を合わせた額）全
体についてみてみると、平成１８（２００６）年度は
８９兆１，０９８億円となり過去最高の水準となった。
また、国民所得に占める割合は、昭和４５（１９７０）
年度の５．８％から２３．９％に上昇している（図１－
１－１１）。

図１－１－１１ 社会保障給付費の推移
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（２）高齢者関係給付費は引き続き増加
社会保障給付費のうち、高齢者関係給付費

（国立社会保障・人口問題研究所の定義におい
て、年金保険給付費、老人保健（医療分）給付
費、老人福祉サービス給付費及び高年齢雇用継
続給付費を合わせた額）についてみると、平成
１８（２００６）年度は６２兆２，２９７億円、社会保障給
付費に占める割合は６９．８％となっており、前年
度の６９．９％から０．１ポイント減少した。

５ 高齢化の国際的動向

（１）今後半世紀で世界の高齢化は急速に進展
２００５（平成１７）年の世界の総人口は６５億１，４７５
万人であり、２０５０（６２）年には９１億９，１２９万人
になると見込まれている。
総人口に占める６５歳以上の者の割合（高齢化

率）は、１９５０（昭和２５）年の５．２％から２００５（平
成１７）年には７．３％に上昇しているが、さらに
２０５０（６２）年には１６．２％にまで上昇するものと
見込まれており、今後半世紀で高齢化が急速に
進展することになる（表１－１－１２）。

（２）我が国は世界のどの国も経験したことの
ない高齢社会となる

先進諸国の高齢化率を比較してみると、我が

国は１９８０年代までは下位、９０年代にはほぼ中位
であったが、２１世紀初頭には最も高い水準とな
り、世界のどの国もこれまで経験したことのな
い高齢社会になると見込まれている。
また、高齢化の速度について、高齢化率が

７％を超えてからその倍の１４％に達するまでの
所要年数（倍化年数）によって比較すると、フ
ランスが１１５年、スウェーデンが８５年、比較的
短いドイツが４０年、イギリスが４７年であるのに
対し、我が国は、１９７０（昭和４５）年に７％を超
えると、その２４年後の１９９４（平成６）年には１４％
に達している。このように、我が国の高齢化
は、世界に例をみない速度で進行している。
アジア諸国についてみると、今後、急速に高

齢化が進み、特に韓国においては、我が国を上
回るスピードで高齢化が進行し、２００５（平成１７）
年に９．４％であったものが２０５０年には３５．１％に
まで達すると見込まれている。
地域別に高齢化率の今後の推移をみると、こ

れまで高齢化が進行してきた先進地域はもとよ
り、開発途上地域においても、高齢化が急速に
進展すると見込まれている（図１－１－１３）。

１９５０年（昭和２５年） ２００５年（平成１７年） ２０５０年（平成６２年）
総人口 ２，５３５，０９３ 千人 ６，５１４，７５１ 千人 ９，１９１，２８７ 千人
６５歳以上人口 １３０，８４７ 千人 ４７７，３５８ 千人 １，４９２，０５５ 千人

先進地域 ６４，１１９ 千人 １８５，６４４ 千人 ３２５，５６０ 千人
開発途上地域 ６６，７２９ 千人 ２９１，７１４ 千人 １，１６６，４９５ 千人

６５歳以上人口比率 ５．２ ％ ７．３ ％ １６．２ ％
先進地域 ７．９ ％ １５．３ ％ ２６．１ ％
開発途上地域 ３．９ ％ ５．５ ％ １４．７ ％

平均寿命（男性） ４５．０ 年 ６３．９ 年 ７３．１ 年
同 （女性） ４７．８ 年 ６８．３ 年 ７７．８ 年

合計特殊出生率 ５．０ ２．７ ２．０

資料：UN, World Population Prospects: The 2005 Revision
（注１）平均寿命及び合計特殊出生率は、１９５０－１９５５年、２０００－２００５年、２０４５－２０５０年
（注２）先進地域とは、ヨーロッパ、北部アメリカ、日本、オーストラリア及びニュージーランドからなる地域をいう。

開発途上地域とは、アフリカ、アジア（日本を除く）、中南米、メラネシア、ミクロネシア、ポリネシアからなる地域をいう。

表１－１－１２ 世界人口の動向等


